
我孫子市公契約条例に関する特記事項 

 
（労働者等の賃金等の支払） 

第１条 我孫子市公契約条例（平成２７年条例第１号。以下「条例」という。）第２条第２号に規定する受
注者（以下「受注者」という。）及び同条第４号に規定する受注関係者（以下「受注関係者」という。）は、
同条第５号に規定する労働者等（最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第７条に規定する者を除く。
以下同じ。）（以下「労働者等」という。）に対し、市⻑が定める額（以下「労務報酬下限額」という。）以
上の賃金等（条例第２条第６号に規定する賃金等をいう。以下同じ。）を支払わなければならない。 
（受注者の連帯責任） 

第２条 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労務報酬下限額を下回ったとき
は、その差額分の賃金等について、当該受注関係者と連帯して支払う義務を負う。 
（受注者の責務） 

第３条 受注者は、受注関係者について社会保険の加入状況を確認し、社会保険に加入していない者（社会
保険の適用が除外される者を除く。）がある場合は、社会保険の加入について指導又は助言を行うものと
する。 

２ 受注者は、受注関係者に対し、当該下請契約が条例の適用を受けることを説明しなければならない。 
３ 工事又は製造の請負契約に係る受注者は、下請契約をする場合において、見積書における法定福利費の

内訳を明示させるよう努めるとともに、社会保険料（事業主負担分及び労働者負担分）相当額を適切に含
んだ額により下請契約を締結するよう努めるものとする。 

４ 受注者及び受注関係者は、条例第１０条の規定による申出をしたことを理由として、当該申出をした労
働者等に対し、解雇、請負契約の解除その他の不利益な取扱いをしてはならない。 

５ 受注者が下請契約をした場合において、受注関係者は、条例第１１条第２項の規定による報告若しくは
資料の提出の求め、又は立入検査に協力しなければならない。 

６ 受注者及び受注関係者は、労働者等について市⺠雇用に努めるものとする。 
（台帳の作成及び報告） 

第４条 受注者は、条例第８条第１項に規定する台帳を作成して事業所に備えるとともに、その記載事項に
ついて、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０８条に規定する賃金台帳（条例第２条第５号ウに
規定する者に公契約に係る業務を行わせる場合にあっては請負契約書）の写しを添えて、我孫子市公契約
条例施行規則（平成 27 年規則第 16 号。以下「規則」という。）で定める期⽇までに市⻑等（条例第５条
第３号に規定する市⻑等をいう。以下同じ。）に報告しなければならない。 

２ 受注関係者が条例第８条第１項に規定する台帳の作成及び備付け並びに市⻑等に対する報告（以下こ
の項において「報告等」という。）を同条第２項の規定により自ら行うことを希望するときは、当該受注
関係者は、規則で定めるところにより、当該報告等を行うことができる。 
（労働者等への周知） 

第５条 受注者は、条例第９条各号に掲げる事項を作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、又は書面
を交付しなければならない。 

２ 受注者及び受注関係者は、労働者等に対し条例第１０条の申出について周知しなければならない。 
（立入検査等） 

第６条 市⻑等は、条例第１１条第１項各号のいずれかに該当するときは、受注者に対し、必要な報告若し 



 
 
 

くは資料の提出を求め、又はその職員に、受注者の事業所に立ち入り、労働者等の労働条件若しくは契
約条件が分かる書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 市⻑等は、前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、必要があると認めるとき
は、受注関係者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、受注関係者の事業所若
しくは作業所等に立ち入り、労働者等の労働条件若しくは契約条件が分かる書類その他の物件を検査さ
せ、若しくは関係者に質問させることについて、協力を求めることができる。 
（是正命令） 

第７条 市⻑等は、前条の規定による報告若しくは資料の提出又は立入検査の結果、受注者又は受注関係者
が条例の規定に違反していると認めるときは、当該受注者に対し、当該違反を是正するために必要な措置
を講ずることを命ずることができる。 
（是正報告） 

第８条 受注者は、前条の規定により必要な措置を講ずることを命じられた場合には、市⻑等が指定する期
⽇までに是正の措置を講ずるとともに、市⻑等に報告しなければならない。 
（公契約の解除等） 

第９条 市⻑等は、受注者又は受注関係者が条例第１４条第１項各号のいずれかに該当するときは、当該公
契約を解除すること（当該公契約が指定管理協定であるときは、当該指定管理協定に係る指定管理者の指
定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずること。以下「公契約の解除
等」という。）ができる。 

２ 市⻑等は、前項の規定により公契約の解除等をした場合において、受注者及び受注関係者に損害が⽣じ
ても、その賠償の責めを負わない。 
（公表） 

第１０条 市⻑等は、条例第１５条の各号のいずれかに該当するときは、受注者又は受注関係者に意見を述
べる機会を与えた上で、規則で定めるところによりその旨を公表するものとする。ただし、条例第１５条
第１号又は第３号に該当する場合で、当該受注者又は受注関係者が市⻑等が指定する期⽇までに是正の
措置及び報告をしたときは、この限りでない。 
（損害賠償） 

第１１条 受注者は、第９条第１項の規定による公契約の解除等により市に損害が⽣じたときは、その損害
を賠償しなければならない。ただし、市⻑等がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでな
い。 
（違約金） 

第１２条 市⻑等は、第９条第１項の規定により公契約の解除等をした場合は、違約金を徴収することがで
きる。 


